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10. 事業者の重要な環境課題 

 事業者は、自らの判断に基づいて、特定した事業者の重要な環境課題ごとに、報告事項を記載します。 

事業者の重要な環境課題ごとに方針・計画・実績評価を示すことの意義 

 取組方針は、事業者が特定した重要な環境課題を自社の経営課題としてどのように位置づけているのかを示

すものです。方針を掲げることで、社内外に当該課題への認識を示すことができます。 

 事業者は、自らの判断に基づいて特定した重要な環境課題に対して、方針のもと、どのように取り組むのか

行動計画を策定し、取り組んだ結果どのような変化が得られたかを報告年度ごとに評価することで、取組の

達成状況を示すことができます。 

 事業者は、方針や計画に対する進捗状況をどのように評価したのかを、指標を用いることで当該環境課題に

関心をもつステークホルダーに分りやすく伝えることができます。 

 重要な環境課題に関する実績の報告においては、目的適合性、情報の完全性、信頼性、中立性、理解可能性

を担保することが望まれます。独立した第三者による保証を得ることで、環境報告の客観性を高めることが

できます。第三者保証の過程において、事業者が見落としていた問題や情報の誤り、漏れ等が発見されるこ

とがあり、これらに対応したり、関連する内部統制を強化したりすることで、環境報告の品質を高めること

ができます。 

参考資料の位置づけ（主な環境課題とその実績評価指標の例示） 

 事業者は、自らの判断に基づいて特定した重要な環境課題について、次ページ以降で説明している「報告事

項」を記載することになりますが、重要な環境課題を特定する際の参考となるよう、参考資料では、以下の

6つの主な環境課題とその実績評価を例示し、解説しています。 

主な環境課題：気候変動、水資源、生物多様性、資源循環、化学物質、汚染予防 

 これらの環境課題は、多くの事業者にとって重要性が高いと考えられるものですが、必ずしも全てを網羅し

ている訳ではありません。また、環境課題ごとに記載している実績評価指標も同様です。そのため、参考資

料で例示している「主な環境課題とその実績評価指標」に囚われず、事業者にとっての重要な環境課題を特

定し、その実績評価指標を適切に設定してください。 
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報告事項 

□ 取組方針・行動計画 … ① 

 事業者は、特定した重要な環境課題について、どのように取り組むのか方針を掲げます。取組方針は事業

活動における取り組みのよりどころとなります。取組方針の制定後、それを実行するための行動計画を策

定します。 

 重要な環境課題の特定（第2章9.参照）においては、バリューチェーン全体の視点をもって、課題の発生

個所や、事業活動・取引先との関係等を検討し、当該課題を要因として生じるリスク・機会を考慮して重

要性を決定したはずです。また、戦略（第2章8.参照）では、重要な環境課題に取り組みながら、事業者

の持続的な成長と同時に持続可能な社会の実現に貢献するための（長期ビジョン実現に至る）道筋を示し

ました。取組方針・行動計画では、上記の事業者の事業戦略を実行するための具体的な手段や実践的な計

画を、重要な環境課題ごとに説明します。 

 事業者の組織全体として一括して記載する場合であっても、重要な環境課題ごとに固有の取組方針・行動

計画があれば、それらを記載することが望まれます。 

開示例：取組方針 

開示例：行動計画 

 

・気候変動に関するリスク・機会を重要な経営課題と認識して対応を進めています。 

・環境課題を解決するために、次の3つの方針に基づき取り組みます。 

①気候変動への対応、②資源循環の促進、③生態系保全 

・中長期ビジョンの下、201X年から201Y年までの環境行動計画を策定し、継続的に環境負荷低減に

向けた活動を進めています。本環境行動計画では、事業を通じた自社の持続可能な成長と社会の低炭

素化推進へ向けて、バリューチェーン全体を通した環境負荷低減に取り組みます。 
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□ 実績評価指標による取組目標と取組実績 …② 

 実績評価指標とは、取組方針・行動計画の進捗状況を評価するため設定する指標です。環境課題別に複数

の指標を設定する場合もあれば、一つの指標で複数の環境課題への取組状況を評価する場合もあります。 

 取組目標は、取組方針・行動計画の進捗状況を理解しやすくするための情報であり、計画期間の終了時に

達成を目指す目標を設定します。目標は、基本的に定量的で検証可能な数値情報を指しますが、重要な環

境課題の種類によっては定性的な目標を用いる場合があります（例えば、生物多様性では数値にならない

「質」の側面が重要となる場合があります）。目標設定には、国際的目標（持続可能な開発目標（SDGs）

等）や、我が国が掲げる目標（NDCにおける排出削減目標等）を参考に、自社が目指すべき方向を示す

ものとして活用することができます。 

 取組の実施結果を実績評価指標で評価し、それを取組目標と対比し、取組方針・行動計画の進捗状況を説

明します。 

 取組目標を設定しない場合でも、取組実績は報告することが望ましいです。 

 事業者の重要な環境課題について実績評価指標を公表しない場合は、その理由を説明することが望ましい

です。 

 

開示例 
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□ 実績評価指標の算定方法 …③ 

 実績評価指標は、環境報告の利用者が算定結果を理解しやすくなるように、その算定方法（用いた係数等

の情報を含む）を記載します。 

 法規制等により定められた算定方法がある場合は、環境報告においてもそれを参考にしますが、より実態

を表すと考えられる算定方法があれば、それを用いることもできます。 

 算定に際して事業者の裁量の余地が大きい実績評価指標（例えば、CO2の排出削減量等）については、利

用者が指標の意味を正しく理解できるように、指標の定義、算定方法を具体的に説明します。 

 取組目標と対比し進捗評価を行うため、合理的な理由により変更を行う場合を除き、実績評価指標の算定

方法等は毎期継続して適用します。算定方法等を変更した場合には、その内容、合理的な変更である理由、

変更による影響を付記する必要があります。 

 算定方法の変更には、①新たな算定方法を過去の期間の全てに遡及適用する方法と②過去の期間は遡及せ

ずに当年度だけ新たな算定方法を適用する方法が考えられます。 

 

□ 実績評価指標の集計範囲 …④ 

 集計範囲には、連結、主要な子会社及び事業所、自社のみ、等の区分により報告対象範囲を記載します。 

 算定に際して事業者の裁量の余地が大きい実績評価指標の場合（例えば、CO2の排出削減量等）には、利

用者が指標の意味を正しく理解できるように、対象とした事業範囲（集計範囲）の背景情報を具体的に説

明します。 

 報告対象組織の範囲と実績評価指標の集計範囲が異なる場合には、その旨と理由を重要な実績評価指標別

に説明します。 

 取組目標と対比し進捗評価を行うため、集計範囲等は、合理的な理由により変更を行う場合を除き、毎期

継続して適用します。集計範囲等を変更したことによる影響が重要な場合には、その内容、合理的な変更

である理由、変更による影響を付記する必要があります。 
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□ リスク・機会による財務的影響が大きい場合は、それらの影響額と算定方法 … ⑤ 

 事業者は、事業者が特定した環境課題に関連する財務的影響を開示します。取組を実施するために生じた

コスト等を貨幣単位で定量的に認識・測定・伝達することが大切です。 

 気候変動関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）による最終報告書を受け、気候変動に関連するリス

ク・機会が事業者に与える財務的な影響を開示する動きがあります。財務的影響は、例えば、気候変動に

関連する物理的リスク・移行リスクに分けて考えることができます。物理的リスクの観点では、気候変動

の影響による洪水や海面上昇による沿岸部における不動産への影響等が考えられます。移行リスクの観点

では、炭素税の導入による負担額の増加や化石燃料資源の減損（資産の減損）による影響等が考えられま

す。機会については、例えば、建物の省エネ促進による固定資産価値の向上や、新規市場へのアクセスに

よる収益増加等が考えられます。 

 リスク・機会に関する財務的影響の例については、TCFD最終報告書や、CDP気候変動質問書等が参考

になります。 

図表 1 リスク・機会情報と財務的影響の例 

 

 事業者が特定した重要な環境課題に関連するリスク・機会による財務的影響が大きい場合は、実施した取

組に伴うコスト等だけでなく、将来的なリスク・機会を想定し、財務的影響20を開示することで、財務上

の損失に対する耐性を示すことができます。 

 例えば、金融業では、原油価格の変動や、排出規制に関する政策的・技術的対応等を考慮し、事業者にと

っての低炭素対策に必要となりうる費用を試算し、その額と低炭素技術開発等により想定される収益を比

較することでポートフォリオ価値への増減を評価する例があります。そのような例では、結論として全体

に及ぼす現行ビジネスへの財務的影響は大きくない、又は大きいという見通しや、影響に応じた対応の方

向性の記述が付記されます。 
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 事業者は、財務的影響額の定義、算定方法、集計範囲も併記します。 

開示例A 

 

開示例B（ポートフォリオ価値への影響） 

                                                   
20 TCFDでは、気候変動に関連するリスク・機会による財務的影響を、収益および支出への影響、資産および

負債への影響、資本およびファイナンスへの影響に分類しています（最終報告書 気候関連財務情報開示タスク

フォースの勧告（2017年6月）） 

 

 

（注）CO2排出量：～円／t（201X年X月 ～参照） 

（注）廃棄物埋め立て処理コスト：～円／kg 

（注）集計範囲：グループ国内○社 

（注）対象期間 20X1年度（20X1年4月1日~20X2年3月31日） 
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□ 報告事項に独立した第三者による保証が付与されている場合は、その保証報告 ･･･ ⑥ 

 独立した第三者による保証は、事業者以外の第三者（監査法人等の機関）が環境報告に記載されている実

績評価指標を含む数値情報や関連する取組等について、基準に従って算定・報告されているかどうかを判

断し、それらの基準への準拠性や記載情報の正確性・網羅性等に関する結論を表明するものです。 

 複数の重要な環境課題について独立した第三者による保証を受けている場合は、保証を受けた重要な環境

課題ごとに、その旨及び保証業務実施基準が分かるような説明をすることが望まれます。 

 独立した第三者による保証を受けている場合は、第三者により実績指標を含む数値情報等の保証を受けた

箇所について明記します。 

開示例 

 独立した第三者保証を受けた場合は、保証報告書を添付します。 

開示例 

 

 

  

・○年度の環境関連データに関しては、信頼性向上のため第三者保証を受けています。☑の付されたデ

ータにつきましては第三者保証を受けています。 

 

・保証対象とした環境関連データ：CO2排出量（スコープ1、2）、水使用量／排水量、大気汚染物質排

出量、廃棄物等発生量 等 

・「環境報告書201X年」では、開示データの信頼性向上のため、○社の保証を受けました。 

⇒保証報告書の添付 
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参考となる報告事項 

□ その他（サイト単位データ）･･･ ⑦ 

 事業者の重要性判断に応じて報告が望ましい場合は、サイト単位データについても開示します。 

開示例 
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参考になる実例 

 報告事項①から⑤の実例は、参考資料に記載の各環境課題｢（４）参考になる実例｣を御参照ください。 

実例１ 株式会社小松製作所 
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（出所）株式会社小松製作所「ESGデータブック 2020」 
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実例２ 大和ハウス工業株式会社 

 

（出所）大和ハウス工業株式会社「大和ハウスグループ サステナビリティレポート 2020」  

 

 


